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浜松市産業部観光・シティプロモーション課
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（１）観光を取り巻く現状について



4①国の状況／「観光立国推進基本計画」を閣議決定

2026年3月27日、観光立国の実現に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、新たな
「観光立国推進基本計画」を閣議決定。

今後、観光を我が国における戦略産業として持続的に発展させていくため、本計画を着実に実施。

【概要･ポイント】

観光が地域経済・日本経済の発展をリードする
戦略産業であるとの認識のもと、日本の魅力・
活力を次世代にも持続的に継承・発展させて
いく観光の実現に向けて、次の５点を方向性と
して、観光政策を推進

・観光の持続的な発展
・消費額拡大
・地方誘客促進
・観光と交通・まちづくりとの連携強化
・新技術の活用・本格展開

【基本的な方針と主な施策】

（１）インバウンドの戦略的な誘客と住民生活の
質の確保との両立
（地方誘客の推進を通じたオーバーツーリ
ズム対策の強化 等）

（２）国内交流・アウトバウンド拡大
（休暇の分散・旅行需要の平準化などによ
る国内交流拡大、パスポート手数料の引下
げなどによるアウトバウンド拡大 等）

（３）観光地・観光産業の強靱化
（観光 DX・観光人材の確保の推進、様々な
国・地域への戦略的な訪日プロモーション
の実施 等）



5①国の状況／観光立国推進基本計画（第5次）の概要

出典／観光庁資料



6①国の状況／製品別輸出額との比較

（単位：兆円）

出典／観光庁「インバウンド消費動向調査（旧訪日外国人消費動向調査）」、財務省「貿易統計」に基づき観光庁作成



②浜松市の現状／人口推計（浜松市全体） 7
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本市は、総合計画の基本計画期間（令和７～１６年度）における中期的な財政状況を試算した「中期財
政見通し」を公表（令和７年３月）。

現在、財政指標は良好な状況だが、今後の10年間は、老朽化施設の更新やインフラ資産の長寿命化等
の財政需要が増大し、収支不足総額は1,077億円に達すると想定。

区分 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 合計

歳入 3,963 4,160 4,086 4,033 4,238 4,051 3,958 3,926 3,943 3,912 3,899

歳出 3,963 4,160 4,163 4,128 4,332 4,158 4,055 4,043 4,083 4,082 4,069

収支 0 0 △77 △95 △94 △107 △ 107 △ 117 △ 140 △ 170 △ 170 △1,077

【中期財政見通し（一般会計）】 （単位：億円）

出典／「令和7年度～令和16年度 中期財政見通し（令和7年３月）」
※令和８年度当初予算は歳入歳出ともに4,401億円で編成済

②浜松市の現状／財政状況



2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

宿泊客数(外国人) 227,850 398,593 333,126 304,703 372,138 377,596 4,972 9,558 32,163 111,482 198,890

宿泊客数(日本人) 2,053,638 2,181,701 2,034,640 2,043,514 1,970,565 1,976,021 1,088,338 1,245,029 1,339,562 1,766,557 1,748,168

観光交流客数 18,523,649 18,275,814 19,620,013 21,357,271 18,809,983 19,441,232 9,940,580 11,890,221 14,451,700 17,492,555 16,577,133
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（単位：人）

②浜松市の現状／観光交流客数、宿泊客数（日本人、外国人）の推移

出典／浜松市「観光交流客数調査」
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10

（単位：円）

②浜松市の現状／宿泊者の旅行消費額

出典／浜松・浜名湖ツーリズムビューロー「来訪者満足度調査」
※2020～2022年度はコロナの影響で外国人調査は未実施

－ － －
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（千円）

②浜松市の現状／当初予算額の推移

※大河ドラマ「どうする家康」関連事業及びコロナ対策のため増加

【観光・シティプロモーション振興費（ふるさと納税分除く）】

（うち一般財源） （うち入湯税） （うちその他歳入）

2020 766,659 588,729 87,479 90,451

2021 1,026,468 857,548 39,980 128,940

2022(※) 3,100,327 1,216,909 40,980 1,842,438

2023(※) 1,700,588 1,338,829 5,980 355,779

2024 772,250 680,138 15,000 77,112

2025 815,856 694,431 6,000 115,425

2026 1,056,891 785,959 18,000 252,932

年度 全体予算額
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【基本政策】
国内外に通用する魅力ある地域資源の創造

【取組の方向性】
本市が有する多様な魅力や地域資源をさらに磨き上げ、戦略的なプロモーションを行い、選ばれる観
光目的地となるような受入体制を強化する。

②浜松市の現状／浜松市総合計画 基本計画（観光関係）

【政策１】魅力ある観光コンテンツ造成による
観光誘客の促進

（１）浜松･浜名湖DMO機能強化等支援事業
・フラワー、サイクルツーリズムの推進

（２）浜松まつり事業
（３）家康公ゆかりの地浜松推進事業
・家康公まつりの開催

（４）観光誘客促進事業
・『エヴァンゲリオン』を活用した観光誘客

（５）観光施設運営事業
・浜松まつり会館、渚園 等

【政策2】インバウンド戦略の強化

（１）インバウンド推進事業
・海外現地旅行会社へのセールス活動
・ナイトタイムエコノミーの促進

（２）観光レップ事業
・現地連絡員の設置（台湾、東南アジア、オー
ストラリアなど）

（３）友好都市交流事業
・台北及び南投県ランタンフェスティバルへ
の出展



（２）財源の検討について



①地方公共団体の自主財源の種類 14

地方公共団体は、地方税法に定められた「法定税」以外に「法定外税」として条例で科目を新設できる。

使い道を特定せず、一般経費に充てるために課される「普通税」と、特定の目的のために課される税で、
その使い道があらかじめ定められている「目的税」がある。

地方税の他、分担金・負担金、使用料、手数料、寄附金などの種類がある。

法定税

目的税普通税

法定外税

法定外目的税法定外普通税

地方税

・市民税
・固定資産税
・軽自動車税等

・入湯税
・事業所税
・都市計画税等

手数料

分担金・負担金

使用料

寄附金



②法定税の超過課税の状況（市区町村） 15

出典／総務省HP、令和７年４月１日現在

種類 市区町村数 市区町村

市町村民税（個人均等割） ２団体 神奈川県横浜市、兵庫県神戸市

市町村民税（所得割） １団体 兵庫県豊岡市

市町村民税（法人均等割） 390団体 神奈川県横浜市、兵庫県西宮市、福岡県福岡市など

市町村民税（法人税割） 1,014団体 神奈川県川崎市、大阪府大阪市、福岡県北九州市など

固定資産税 148団体 北海道夕張市、神奈川県箱根町、兵庫県豊岡市など

軽自動車税 14団体 島根県松江市、徳島県徳島市、高知県高知市

鉱産税 30団体 北海道函館市、北海道赤平市、埼玉県横瀬町など

入湯税 14団体

北海道釧路市、北海道登別市、北海道伊達市、北海道
上川町、北海道東川町、 北海道壮瞥町、北海道洞爺
湖町、静岡県東伊豆町、三重県桑名市、大阪府箕面市、
岡山県美作市、山口県長門市、大分県別府市、大分県
由布市



③法定外税の状況（市区町村） 16

≪普通税：10団体≫

種類 市区町村 課税対象 税額

別荘等所有税 熱海市
別荘等を所有・貸付している者
（住民登録等ない者）

650円/㎡

歴史と文化の環境税 太宰府市 一時有料駐車場の利用者
二輪車50円、乗用車
１００円、ﾏｲｸﾛﾊﾞｽ３００
円、大型ﾊﾞｽ５００円

使用済核燃料税

薩摩川内市
使用済核燃料を貯蔵する発電用
原子炉の設置者

290,000円/体（貯蔵
使用済核燃料）

伊方町、柏崎市、
むつ市、女川町

使用済核燃料を貯蔵する発電用原子炉
の設置者・運営事業者

550～620円/kg（貯
蔵使用済核燃料）

狭小住戸集合住宅税 豊島区
狭小住戸を有する集合住宅の建
築主

５０万円/戸

空港連絡橋利用税 泉佐野市
関西国際空港連絡橋の通行料
金支払者

１００円/往復

宮島訪問税 廿日市市 船舶で宮島に訪問（入域）する者
１００円/人・回、１年分
は５００円/人

出典／総務省HP、令和６年度実績



17③法定外税の状況（市区町村）

≪目的税：16団体≫

種類 市区町村 課税対象 税額

宿泊税 京都市など８団体 宿泊者 200〜10,000円/人

遊漁税 富士河口湖町 遊漁行為を行うもの（釣り客） 200円/回

環境未来税 北九州市 市長が許可した産業廃棄物の最終処
分業者及び市内の自家処分事業者 1,000円/ｔ

使用済核燃料
税 玄海町 使用済核燃料を貯蔵する発電用原

子炉の設置者
550円/㎏（貯蔵使用済
核燃料）

環境協力税等 伊是名村、伊平屋村、
渡嘉敷村、座間味村 村外からの入域者 100円/回

開発事業等緑
化負担税 箕面市 開発行為を行う事業者 敷地面積×0.9×指定容

積率×250円/㎡
出典／総務省HP、令和６年度実績

※条例制定・総務大臣同意後だが未施行（10団体）／熊本市、宮崎市、那須町、盛岡市、沖縄県、石垣市、宮古島市、本部町、恩納村、北谷町

宿泊税導入済：45団体（令和８年６月１日現在）

市町村(37団体)

京都市、金沢市、倶知安町、福岡市、北九州市、長崎市、ニセコ町、常滑市、熱海市、高山市、下呂市、赤井川
村、弘前市、松江市、札幌市、函館市、小樽市、旭川市、釧路市、帯広市、北見市、網走市、富良野市、占冠村、
音更町、岐阜市、鳥羽市、新得町、留寿都村、湯河原町、小清水町、洞爺湖町、軽井沢町、阿智村、白馬村、
松本市、野沢温泉村

都道府県(８団体) 東京都、大阪府、福岡県、宮城県、仙台市、北海道、広島県、長野県



18④静岡県及び県内の市町村の状況

≪静岡県≫

種類 市町村 状況 税額

宿泊税 熱海市 令和７年４月１日施行 200円

入湯税
（超過課税）
※標準150円/日

東伊豆町 令和７年３月１日施行 宿泊伴う300円

伊東市 令和７年10月１日施行 宿泊伴う300円、日帰り150円

西伊豆町 令和8年4月1日施行 施設利用料5,000円未満２００円、以上３００円

宿泊税（検討中）
小山町 令和8年4月、町行財政改革審議会に導入を諮問

御殿場市 令和８年５月、検討委員会設置を発表

観光税（検討中） 伊豆市 令和７年２月、宿泊･日帰り客対象の税の検討を発表

≪県内市町≫

令和８年６月１日現在

持続可能な観光振興施策の推進に向け、宿泊税など新たな観光振興財源について、学識経験者、観光
関連事業者等からなる「観光振興財源検討委員会」を設置し、導入の要否に係る検討を進める。
各市町には個別に意見を聞き、新たな財源確保策について、令和８年度内を目途に方針を決定する。

※下田市、南伊豆町／令和７年共同通信社アンケートで検討中と回答



（３）アンケート実施について



アンケート実施 20

(1)調査目的
宿泊税に関する検討の基礎資料として、市内宿泊事業者及び旅行者に対するアンケート調査を実施

(2)実施時期・調査方法
ア 調査実施時期
令和８年６月中旬から8月上旬（予定）
イ 調査方法
【宿泊事業者向け】
・対象数／約300件
・調査方法／ウェブアンケートフォーム又は紙の調査票にて回答を依頼（調査票は対象事業者に郵送）
【旅行者向け】
・対象数／400件程度
・調査方法／観光施設や宿泊施設にて対面にて調査を依頼（浜松駅周辺、舘山寺、弁天島等で実施予定）

(3)主な設問項目（詳細は別紙のとおり）

【宿泊事業者向け】
・宿泊施設の基礎情報について
施設種別、客室数、延べ宿泊者数など
・宿泊税について
検討に関する意見、宿泊税を導入することによる影響など
・宿泊税の制度について
税額、課税免除の規定、宿泊税の使途など

【旅行者向け】
・旅行者の基礎情報について
年代、居住地、来訪目的、来訪回数など
・宿泊税について
認知度、税制度に関する意見、
望ましい活用方法など



（４）今後のスケジュールについて



今後のスケジュール 22

2026年度

月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月

検討会議

アンケート

説明会

第１回 第２回 第３回

結果取りまとめ

・「宿泊税の考え方（案）」を基に
意見聴取を行う説明会
・宿泊事業者、観光協会等を対象
に複数回開催予定

アンケート実施


